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議案第１２号 

令和７年度札幌市軌道整備事業会計予算

　（総　　　則）

第１条　令和７年度札幌市軌道整備事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

両

ア 電車事業所再整備

イ 低床車両製造

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　第１款

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　⑴ 車 両 数 36

　⑵ 主 要 な 建 設 改 良 事 業

収 　　　　　 入

軌 道 整 備 事 業 収 益 1,772,000千円

営 業 収 益 992,000千円

営 業 費 用 1,749,000千円

営 業 外 費 用 64,000千円

営 業 外 収 益 768,000千円

特 別 利 益 12,000千円

支 　　　　　 出

軌 道 整 備 事 業 費 用 1,818,000千円

予 備 費 5,000千円

収 入 支 出 差 引 不 足 額 46,000千円
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額384,000千円は、損益勘定留保資金等で補塡するものとする｡）｡

　第１款

　　第１項

　　第２項

　第１款

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　　第４項

　（債務負担行為）

　（企　業　債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める｡

　　　　     起 債 の 目 的　　         限　度　額 　　  起 債 の 方 法　  利 　率 　償  還 の 方  法

証券発行又は普通 9.0％以内 起債の日から据置期
貸借とする。 間を含め40年以内に、

元利均等その他の方
法により償還する。
ただし、財政上の都
合等により定額以上
を償還し、又は本期
間中に未償還額の範
囲内において借り換
えることができる。

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める｡

企 業 債 329,000千円

収 　　　　　 入

資 本 的 収 入 1,666,000千円

支 　　　　　 出

資 本 的 支 出 2,050,000千円

建 設 改 良 費 1,677,000千円

負 担 金 1,337,000千円

収 入 支 出 差 引 不 足 額 384,000千円

企 業 債 償 還 金 290,000千円

他 会 計 借 入 金 償 還 金

予 備 費 10,000千円

73,000千円

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

軌道整備事業建設改良費 329,000千円

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、別表のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額
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　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

　い。

（収益的支出）

　（他会計からの補助金）

第10条　軌道整備事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、6,001千円

である。

 令和７年（2025年）２月13日提出

  札幌市長 秋　元　克　広

⑴ 職 員 給 与 費        92,000千円　 
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別　表

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 12 年 度 ま で

36,000

令 和 ８ 年 度 1,079,000

路 面 電 車 設 備 改 良 事 業 令 和 ８ 年 度 302,000

電 車 事 業 所 再 整 備 令 和 ８ 年 度 11,000

管 理 運 営 等 業 務 令 和 ８ 年 度 635,000

路 面 電 車 活 用 推 進 事 業

債 務 負 担 行 為

事　　　　　項 期　　　　　間 限 　度　 額

千円
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予　定　額

1 1,772,000 

1 営 業 収 益 992,000 

1 運 輸 雑 収 益 992,000 　施設使用料 989,000 

　土地物件賃貸料 2,995 

　雑収益 5 

2 営 業 外 収 益 768,000 

6,001 　一般会計補助金 6,001 

　　基礎年金拠出金補助金 5,065 

　　児童手当補助金 936 

2 84,000 　軌道舗装補修費負担金

3 669,000 　長期前受金の収益化

4 雑 収 益 8,999 　不用品売却収益 1,020 

　雑収益 7,979 

3 特 別 利 益 12,000 

1 12,000 

1

令和７年度札幌市軌道整備事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

　　　　　 収 　   　　　入
(単位　千円)　

款 項 目 備 　　　　　　　　　　　　　考

軌道整備事業
収 益

長 期 前 受 金
戻 入

他 会 計
補 助 金

他 会 計
負 担 金

そ の 他
特 別 利 益
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予　定　額

1 1,818,000 

1 営 業 費 用 1,749,000 

1 一 般 管 理 費 827,000 　事業の総係に要する経費を計上

　  人　件  費 100,000 

　　　給　　　料　　　 15人 68,172 

　    手　当　等 18,359 

　    賞与引当金繰入額 6,000 

　　　法定福利費 7,451 

　　　　共済負担金その他

　    厚生福利費 18 

　  経　　　費 727,000 

　  　修  繕  費 20,000 

　    光 熱 水 費 7,200 

　  　負  担  金 582,309 

　  　委  託  料 477 

　  　手  数  料 549 

　  　賃  借  料 368 

　  　損害保険料 2,097 

　　　固定資産除却費 114,000 

2 減 価 償 却 費 922,000 　軌道整備事業固定資産減価償却費を計上

　  有形固定資産減価償却費 916,000 

　  無形固定資産減価償却費 6,000 

2 営 業 外 費 用 64,000 

44,000   企業債利息 34,000 

  一時借入金利息その他 10,000 

2 19,000 

3 雑 支 出 1,000 

3 予 備 費 5,000 

1 予 備 費 5,000 　予算外及び予算超過の支出に充当するための

　予備費を計上

　　　　　 支 　   　　　出
(単位　千円)　

項 目

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

軌道整備事業
費 用

備 　　　　　　　　　　　　　考

支 払 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

1

款
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予　定　額

1 1,666,000 

1 企 業 債 329,000 

1 建 設 債 329,000 　建設改良費に充当する企業債

2 負 担 金 1,337,000 

1 工 事 負 担 金 1,325,835 　電車事業所再整備、低床車両製造等に伴う

　負担金

2 他会計負担金 11,165 　軌道舗装改良に伴う負担金

備 　　　　　　　　　　　　　考

(単位　千円)　
　　　　　 収 　   　　　入

款 項

資　本　的　収　入　及　び　支　出

目

資 本 的 収 入
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予　定　額

1 2,050,000 

1 建 設 改 良 費 1,677,000 

1 建 物 725,193 　電車事業所再整備

2 線 路 設 備 294,008 　街路拡幅事業に伴う既設線再整備事業その他

3 電 路 設 備 141,606 　街路拡幅事業に伴う電気設備工事その他

4 車 両 473,675 　低床車両製造その他

5 建 設 諸 費 42,518 　改良工事に係る人件費及び経費を計上

　　人　件　費 19,000 

　　　給　　　料　　　  2人 7,083 

　　  手　当　等 8,917 

　　　法定福利費 3,000 

　　　　共済負担金その他

　　経　　　費 23,518 

　　　賃借料その他

2 企業債償還金 290,000 

1 建設債償還金 290,000 　建設債元金の償還金

4 予 備 費 10,000 

1 予 備 費 10,000 　予算外及び予算超過の支出に充当するための

　予備費を計上

他会計借入金
償 還 金

　他会計借入金元金の償還金

73,000 

(単位　千円)　

備 　　　　　　　　　　　　　考

1
他会計借入金
償 還 金

73,000 

目

3

資 本 的 支 出

　　　　　 支 　   　　　出

款 項
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   （単位　円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 75,000,000

922,000,000

109,000,000

△ 12,000,000

賞与引当金の減少額 △ 2,000,000

△ 669,000,000

44,000,000

137,000,000

271,408,906

△ 4,620,000

720,788,906

△ 43,882,000

676,906,906

投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 1,537,000,000

1,325,835,000

11,165,000

特定収入に係る控除対象外消費税等による支出 △ 121,000,000

△ 321,000,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

2,000,000,000

△ 2,000,000,000

一般会計からの長期借入れによる収入 466,000,000

△ 466,000,000

△ 73,000,000

329,000,000

△ 290,000,000

△ 34,000,000

資金増加額 321,906,906

資金期首残高 100,140,207

資金期末残高 422,047,113

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出

一般会計への長期借入金の償還による支出

他会計負担金による収入

一般会計への長期借入金の返済による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

3

2

業務活動によるキャッシュ・フロー

その他流動負債の減少額

小計

利息の支払額

有形固定資産の取得による支出

工事負担金による収入

令和７年度札幌市軌道整備事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

1

長期前受金戻入額

退職給付引当金の減少額

当年度純損失

減価償却費

固定資産除却費

未収金の減少額

支払利息

未払金の増加額
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    （単位　円）

901,000,000 901,000,000

775,000,000

922,000,000 1,697,000,000

796,000,000

6,001,000

84,000,000

669,000,000

7,999,000 767,000,000

9,000,000 53,000,000 714,000,000

5,000,000 5,000,000 5,000,000

87,000,000

12,000,000 12,000,000 12,000,000

75,000,000

1,171,445,351

1,246,445,351

2

3

4

5

 (2) 

営 業 外 収 益

 (4) 雑 収 益

 (3) 長 期 前 受 金 戻 入

 (2) 他 会 計 負 担 金

営 業 外 費 用

 (1) 

減 価 償 却 費

 (1) 一 般 管 理 費

令和７年度札幌市軌道整備事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

営 業 収 益1

 (1) 運 輸 雑 収 益

営 業 費 用

 (1) 他 会 計 補 助 金

営 業 損 失

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

当年度未処理欠損金

経 常 損 失

6 特 別 利 益

 (1) 

44,000,000

そ の 他 特 別 利 益

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

 (2) 雑 支 出

予 備 費

 (1) 予 備 費
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（単位　円）

 固　定　資　産

 (1)

△

△

△

△

△

△

△

 (2)

令和７年度札幌市軌道整備事業予定貸借対照表
（令和８年３月31日)

資　　産　　の　　部

1

運送施設有形固定資産

イ 土 地 130,415,611

3,960,223,303

ロ 建 物 2,795,044,635

減 価 償 却 累 計 額 117,739,796 2,677,304,839

9,464,554

1,704,906,161

892,503,828

ヘ 車 両 7,561,038,109

ハ 線 路 設 備 7,642,317,365

減 価 償 却 累 計 額 3,682,094,062

ホ そ の 他 構 築 物 25,986,023

減 価 償 却 累 計 額 16,521,469

ニ 電 路 設 備 2,576,299,401

減 価 償 却 累 計 額 871,393,240

運送施設有形固定資産合計 13,076,756,893

14,968,985

2,672,885,751

チ 工具、器具及び備品 180,702,749

減 価 償 却 累 計 額 168,154,727

リ 建 設 仮 勘 定

12,548,022

1,016,504,824

ト 機 械 装 置 1,341,143,841

減 価 償 却 累 計 額 448,640,013

4,888,152,358減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ロ その他無形固定資産 13,057,931

イ ソ フ ト ウ ェ ア 1,911,054

固 定 資 産 合 計 13,091,725,878
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流  動  資  産

固  定  負  債

流  動  負  債

イ

1,075,047,113

14,166,772,991

4,803,276,314

889,146,000

負　　債　　の　　部

3

(1)

(3)

142,082,241退 職 給 付 引 当 金

(1) 企 業 債

301,000,000

引 当 金

4,237,194,073

他 会 計 借 入 金

4,237,194,073

イ 424,000,000

42,000,000

8,000,000

(2) 未 収 金 653,000,000

2

(1) 預 金 422,047,113

8,000,000

(3)

イ

その他の長期借入金

固 定 負 債 合 計

(5) 引 当 金

(4) 未 払 費 用

4

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

その他の長期借入金 424,000,000

(2)

(2) 他 会 計 借 入 金

イ

301,000,000イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

142,082,241

イ

42,000,000

未 払 金 537,000,000

1,146,000
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繰  延  収  益

 (1)

△

△

△

△

△

資　　本　　金

剰　　余　　金

△

△

1,246,445,351

△ 1,246,445,351

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

1,199,147,961

235,141,177

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

イ
当 年 度 未 処 理
欠 損 金

964,006,784

47,297,390

ハ

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

受 贈 財 産 評 価 額 27,277,000イ

12,308,650 14,968,350

ロ 国 庫 補 助 金 106,322,598

47,473,632

5

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

イ 工 事 負 担 金 47,297,390

31,817,457

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額 5,011,880 26,805,577

収 益 化 累 計 額

6

7

(1) 資 本 剰 余 金

10,076,818,289

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

58,848,966

3,023,542,010

ニ 工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額 2,705,358,508 7,371,459,781

ホ

他 会 計 補 助 金 4,260,951,190

収 益 化 累 計 額 1,237,409,180

収 益 化 累 計 額

他 会 計 負 担 金

8,709,491,854

8,709,491,854

14,401,914,168

14,166,772,991
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法

平成22年度以前に取得した資産のうち、建物の一部については定額法、その他は

定率法。ただし、取替資産（軌条ほか）については、帳簿原価の100分の 50に達す

るまで定率法により行っている。

平成23年度以降に取得した資産は、車両については定率法、その他は定額法。た

だし、取替資産（軌条ほか）については、帳簿原価の100分の 50に達するまで定額

法により行っている。

(ﾛ) 主な耐用年数

耐用年数（年）

 建物 ８～50

 線路設備 ８～32

 電路設備 ５～45

 車両 13

 機械装置 ６～20

 工具、器具及び備品 ２～20

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法

定額法

(ﾛ) 主な耐用年数

耐用年数（年）

 ソフトウェア ５

 その他無形固定資産 ８

(2) 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

に相当する額を計上している。

ロ 賞与引当金

め、当事業年度末におけるこれらの支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する

額を計上している。

(3) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として会計処理を行ってい

る。

職員への期末手当及び勤勉手当の支給並びに関係する法定福利費の支出に備えるた

注記

１

固定資産

固定資産

職員への退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額
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２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

なし。

３ 予定貸借対照表等に関する注記

なし。

４ セグメント情報に関する注記

軌道整備事業の単一セグメントである。

５ 減損損失に関する注記

なし。

６ リース契約により使用する固定資産に関する注記

なし。

７ その他の注記

退職給付引当金の戻入

令和７年度において、職員数の減に伴い、退職給付引当金12,000,000円を戻入する。
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    （単位　円）

800,000,000 800,000,000

758,000,000

877,000,000 1,635,000,000

835,000,000

7,687,000

74,000,000

647,000,000

12,313,000 741,000,000

9,000,000 45,000,000 696,000,000

5,000,000 5,000,000 5,000,000

144,000,000

6,000,000 6,000,000 6,000,000

138,000,000

1,033,445,351

1,171,445,351

令和６年度札幌市軌道整備事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

1 営 業 収 益

 (1) 運 輸 雑 収 益

2 営 業 費 用

 (1) 一 般 管 理 費

 (2) 減 価 償 却 費

営 業 損 失

3 営 業 外 収 益

 (1) 他 会 計 補 助 金

 (2) 他 会 計 負 担 金

 (3) 長 期 前 受 金 戻 入

 (4) 雑 収 益

4 営 業 外 費 用

 (1) 
支 払 利 息 及 び

36,000,000
企 業 債 取 扱 諸 費

 (2) 雑 支 出

5 予 備 費

 (1) 予 備 費

経 常 損 失

6 特 別 利 益

 (1) そ の 他 特 別 利 益

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当年度未処理欠損金
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（単位　円）

固　定　資　産

 (1)

△

△

△

△

△

△

△

 (2)

固 定 資 産 合 計 12,585,725,878

無 形 固 定 資 産 合 計 20,968,985

無 形 固 定 資 産

ロ 13,109,275

リ 建 設 仮 勘 定 898,097,443

運送施設有形固定資産合計

その他無形固定資産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 7,859,710

12,564,756,893

チ 工具、器具及び備品 184,930,961

減価償却累計額 170,904,487 14,026,474

ト 機 械 装 置 1,356,623,841

減価償却累計額 399,179,627 957,444,214

ヘ 車 両 7,193,025,892

減価償却累計額 4,538,008,120 2,655,017,772

ホ そ の 他 構 築 物 44,153,023

減価償却累計額 32,816,470 11,336,553

ニ 電 路 設 備 2,464,517,665

減価償却累計額 796,705,855 1,667,811,810

ハ 線 路 設 備 7,479,243,611

減価償却累計額 3,399,377,427 4,079,866,184

ロ 建 物 2,710,085,790

減価償却累計額 559,344,958 2,150,740,832

令和６年度札幌市軌道整備事業予定貸借対照表
（令和７年３月31日)

資　　産　　の　　部

1

運送施設有形固定資産

イ 土 地 130,415,611
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流  動  資  産

固  定  負  債

流  動  負  債

イ

2

(1) 預 金 100,140,207

流 動 資 産 合 計 890,140,207

資 産 合 計 13,475,866,085

(2) 未 収 金 790,000,000

負　　債　　の　　部

3

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

4,217,194,073 4,217,194,073

イ 退 職 給 付 引 当 金 154,082,241 154,082,241

固 定 負 債 合 計

(2) 他 会 計 借 入 金

4,865,276,314

(2) 他 会 計 借 入 金

(3) 引 当 金

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

282,000,000 282,000,000

その他の長期借入金 494,000,000イ 494,000,000

(3) 未 払 金 265,591,094

(4) 未 払 費 用 1,028,000

4

(1) 企 業 債

イ その他の長期借入金 45,000,000 45,000,000

賞 与 引 当 金 10,000,000

(6) 保 証 金 4,620,000

流 動 負 債 合 計

(5) 引 当 金

10,000,000

608,239,094
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繰  延  収  益

 (1)

△

△

△

△

△

資　　本　　金

剰　　余　　金

△

△

負 債 資 本 合 計 13,475,866,085

利 益 剰 余 金 合 計 △ 1,171,445,351

剰 余 金 合 計  1,124,147,961

資 本 合 計  160,141,177

資 本 剰 余 金 合 計 47,297,390

(2) 利 益 剰 余 金

イ
当 年 度 未 処 理
欠 損 金

1,171,445,351

イ 工 事 負 担 金 47,297,390

(1) 資 本 剰 余 金

負 債 合 計 13,636,007,262

資　　本　　の　　部

6 964,006,784

7

収 益 化 累 計 額 3,758,910 18,058,547

長 期 前 受 金 合 計 8,162,491,854

繰 延 収 益 合 計 8,162,491,854

収 益 化 累 計 額 2,233,515,254 6,637,303,035

ホ 他 会 計 負 担 金 21,817,457

収 益 化 累 計 額 2,830,945,738 1,430,005,452

ニ 工 事 負 担 金 8,870,818,289

収 益 化 累 計 額 44,448,728 61,873,870

ハ 他 会 計 補 助 金 4,260,951,190

収 益 化 累 計 額 12,026,050 15,250,950

ロ 国 庫 補 助 金 106,322,598

5

長 期 前 受 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 27,277,000
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法

平成22年度以前に取得した資産のうち、建物の一部については定額法、その他は

定率法。ただし、取替資産（軌条ほか）については、帳簿原価の100分の 50に達す

るまで定率法により行っている。

平成23年度以降に取得した資産は、車両については定率法、その他は定額法。た

だし、取替資産（軌条ほか）については、帳簿原価の100分の 50に達するまで定額

法により行っている。

(ﾛ) 主な耐用年数

耐用年数（年）

 建物 ８～50

 線路設備 ８～32

 電路設備 ５～45

 車両 13

 機械装置 ６～20

 工具、器具及び備品 ２～20

ロ 無形固定資産（リース資産を除く。）

(ｲ) 減価償却の方法

定額法

(ﾛ) 主な耐用年数

耐用年数（年）

 ソフトウェア ５

 その他無形固定資産 ８

(2) 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

に相当する額を計上している。

ロ 賞与引当金

め、当事業年度末におけるこれらの支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する

額を計上している。

(3) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として会計処理を行ってい

る。

職員への期末手当及び勤勉手当の支給並びに関係する法定福利費の支出に備えるた

注記

１

固定資産

固定資産

職員への退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額
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２ 予定貸借対照表等に関する注記

なし。

３ セグメント情報に関する注記

軌道整備事業の単一セグメントである。

４ 減損損失に関する注記

なし。

５ リース契約により使用する固定資産に関する注記

なし。

６ その他の注記

退職給付引当金の戻入

令和６年度において、職員数の減に伴い、退職給付引当金6,000,000円を戻入する。
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　１　総　　　括

△ △ 766   0   133 △ 4,875 △ 492 △ 252

  △ 912   1   4   1,460   120   0

給　与　費　明　細　書

区　　　分

職 員 数 給　　　　与　　　　費
法　定

合 計

一 般 職 給　料 手 当 計
福利費

本 年 度

人 千円 千円 千円 千円

前 年 度

千円

17 75,255 32,745 108,000 10,982 118,982

104,293 38,707 143,000 15,978 158,97825

手

当

の

内

訳

（

千

　
円

）

区　　　　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 管理職手当

△ 29,038 △ 5,962 △ 35,000 △比 較

寒冷地手当

4,996 △ 39,996

2,922 636

△ 8

本　　年　　度 2,797 2,357 0 1,915 14,369

期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当

1,080 0

960 0

888

比　　　　　較 383

区　　　　　分
特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

夜 間 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

住 居 手 当 児 童 手 当
管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

前　　年　　度 3,180 3,123 0 1,782 19,244 3,414

比　　　　　較 0

前　　年　　度 0 4,254 45 41 1,776

本　　年　　度 0 3,342 46 45 3,236
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　２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 備　　考

千円 千円

　

△

手　当 △ 5,962 　

△

　３　給料及び手当の状況

　　(1) 職員１人当たり給与

注　暫定再任用短時間勤務職員以外の職員に係るものである。

　　(2) 初　　任　　給

短　　 大　　 卒 199,500 　　　　　　－

高　　 校　　 卒 185,200 　　　　　　－

区　　　　　　分 事 務 ・ 技 術 現 業 職 備　　　　考

大　　 学　　 卒
円 円

一般会計と同じ

216,200 　　　　　　－

342,000 294,333 

平   均   年   齢
歳 歳

49 63 

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額
円 円

313,870 285,778 

平 均 給 与 月 額
円 円

平   均   年   齢
歳 歳

47 63 

平 均 給 与 月 額
円 円

348,684 312,250 

区　　　　　　　分 事 務 ・ 技 術 現　業　職

令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額
円 円

319,368 303,250 

 制度改正に伴う増減分 1,206 
　期末・勤勉手当支給率の引上
げ等に伴う増分

 その他の増減分 7,168 
　職員数減に伴う減分及び新陳
代謝等に係る増減分

 昇給に伴う増加分 599 

 その他の増減分 30,943 
　職員数減に伴う減分及び新陳
代謝等に係る増減分

前 年 度 平 均 給 与
改 定 率 2.86 ％
実 施 時 期 6 年 4 月

△ 29,038  給与改定に伴う増減分 　 1,306 

増減額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　明

給　料
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　　(3) 級別職員数

職 員 数

人

(－)
－ 

(－)
－ 

(－)
－ 

(－)
－ 

(－)
－ 
(0)
1 

(0)
3 

(0)
0 

(0)
0 

(0)
0 

(0)
4 

(－)
－ 

(－)
－ 

(－)
－ 

(－)
－ 

(－)
－ 
(0)
1 

(0)
8 

(0)
0 

(0)
0 

(0)
0 

(0)
9 

９ 級 ７ 級 ６ 級

 局長及び部長の
 職務

４ 級 ２ 級 １ 級

 係長及び主任の
 職務

注　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員に係るもので外数である。

課 長 の 職 務

５ 級 ３ 級

係 長 の 職 務 主 任 の 職 務 係 員 の 職 務 係 員 の 職 務

級別の標準的な

職　務　内　容

10　　　級 ８ 級

局 長 の 職 務 部 長 の 職 務 課 長 の 職 務

計
(0) (0.0) (0.0)
23 100.0 100.0 

１　　　級
(0) (0.0) (0.0)
1 4.4 0.0 

２　　　級
(0) (0.0) (0.0)
5 21.7 0.0 

47.8 88.9 

３　　　級
(0) (0.0) (0.0)
2 8.7 0.0 

(0.0) (0.0)
3 13.0 11.1 

４　　　級
(0) (0.0) (0.0)
11 

６　　　級
(0) (0.0) (－)

令和６年１月１日

現　　　　　　在

1 4.4 － 

５　　　級
(0)

７　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

８　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

９　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

10　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

計
(0) (0.0) (0.0)
19 100.0 100.0 

１　　　級
(0) (0.0) (0.0)
2 10.5 0.0 

２　　　級
(0) (0.0) (0.0)
4 21.1 0.0 

36.8 75.0 

３　　　級
(0) (0.0) (0.0)
2 10.5 0.0 

(0.0) (0.0)
3 15.8 25.0 

４　　　級
(0) (0.0) (0.0)
7 

６　　　級
(0) (0.0) (－)

令和７年１月１日

現　　　　　　在

1 5.3 － 

５　　　級
(0)

７　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

８　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

９　　　級
(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

10　　　級
人 ％ ％

(0) (0.0) (－)
0 0.0 － 

区　　　　　　　　　　分
事 務 ・ 技 術 現 業 職

職 員 数 構 成 比 構 成 比
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　　(4) 昇給

区　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　分

　　職　　　　 員　　　　 数　　　　 　（Ａ） 17　人 

　　昇 給 に 係 る 職 員 数　　　　　  （Ｂ） 11　人 

２号俸 2　人 

３号俸 2　人 

４号俸 6　人 

６号俸 1　人 

64.7　％ 

　　職　　　　 員　　　　 数　　　　 　（Ａ） 25　人 

　　昇 給 に 係 る 職 員 数　　　　　  （Ｂ） 14　人 

２号俸 1　人 

３号俸 1　人 

４号俸 11　人 

８号俸 1　人 

56.0　％ 

注　前年度には令和７年１月に実施した昇給の実績を記載している。

　　(5) 特殊勤務手当

区　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　分 全　 職 　員

　　給料総額に対する比率 (令和７年１月) 0.0　％ 

　　支給対象職員の比率 (令和７年１月) 0.0　％ 

　　支給対象職員１人当たり平均支給月額 (令和７年１月) 0　円 

　

  　代表的な特殊勤務手当の名称 　　変則勤務手当

人        員

本

年

度

号俸数別内訳

　　比　　　　　　　　　　率　　　　　 （Ｂ）／（Ａ）

前

年

度

号俸数別内訳

　　比　　　　　　　　　　率　　　　　 （Ｂ）／（Ａ）
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　　(6) 期末手当・勤勉手当

注　（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員の支給率である。

　　(7) 定年退職及び早期退職に係る退職手当

　　(8) その他の手当

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

地　　　　域　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　　　　 分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

 定年前早期退職
 特例措置
 （２～45％加算）

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職
 特例措置
 （３～45％加算）

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

有

その他の加算措置等
（月分） （月分） （月分） （月分）

2.3 2.3 4.6

前　　年　　度
(1.175) (1.225) (2.4)

有
2.25 2.35 4.6

一般会計の制度
(1.2) (1.2) (2.4)

本　　年　　度
(1.2) (1.2) (2.4)

有
2.3 2.3 4.6

区 分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計
職 制 上 の 段
階 、 職 務 の
級 等 に よ る
加 算 措 置

備　　　　　考

６月（月分） 12月（月分）
（月分）
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千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円

3,622,000 4～6 2,307,477 7～8 1,314,523 126,000 1,109,000 2,387,000

129,000 5～6 0 7～8 129,000 0 39,000 90,000

161,000 6 0 7～8 161,000 0 45,000 116,000

179,000 － － 7～8 179,000 0 0 179,000

36,000 － － 8～12 36,000 0 0 36,000

1,079,000 － － 8 1,079,000 0 0 1,079,000

18,000 － － 7～8 18,000 0 18,000 0

11,000 － － 8 11,000 0 11,000 0

445,000 － － 7～8 445,000 0 445,000 0

302,000 － － 8 302,000 0 198,000 104,000

635,000 － － 8 635,000 635,000 0 0
管 理 運 営 等
業 務

期 間 金　　額
運輸雑
収益等

路面電車活用
推 進 事 業

路面電車設備
改 良 事 業

電 車 事 業 所
再 整 備

債務負担行為に関する調書

事      項 限度額

左 の 財 源 内 訳
６年度末までの支払 ７年度以降の支払

義務発生（見込）額 義 務 発 生 予 定 額

期 間 金　　額 企 業 債 負 担 金
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 　　（参考資料）

（単位　千円） 

項　　　　目 金　　　額

 12,000 

負 担 金 290,000 

73,000 

10,000 

3,868,000 △ 77,000 

563,901 563,901 

3,868,000 486,901 

※　総計486,901千円には、長期借入金残高466,000千円を含む。

小 計

1,677,000 

△

資
本
的
収
入
及
び
支
出

企 業 債

計

353,000 

1,666,000 

1,337,000 

営 業 費 用

総 計

計

建 設 改 良 費

計

合 計

企 業 債 償 還 金

他 会 計 借 入 金
償 還 金

予 備 費

58,000 

5,000 

小 計 1,818,000 

46,000 

△

特 別 利 益

計 1,818,000 

経
 
常
 
収
 
支

353,000 

384,000 

合 計

過 年 度 分 内 部 留 保 資 金

2,050,000 △

総 計

3,791,000 

329,000 

当年度分損益勘定留保資金等

当

年

度

分

収

入

及

び

支

出

営 業 収 益 1,749,000 

令和７年度札幌市軌道整備事業会計予算総括表

区　　　分
収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

収入支出差引
金　　　額 項　　　　目

収

益

的

収

入

及

び

支

出

営 業 外 収 益 64,000 

予 備 費

営 業 外 費 用

4,354,901 

992,000 

768,000 

1,760,000 

1,772,000 

12,000 
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 　　（参考資料）

年　　　度 
７  年　度 ６  年　度

 項　　　目

％ 

8.9㎞ 8.9㎞ 0.0㎞ 0.0  

36両 36両 0両 0.0  

営 業 キ ロ 数

車 両 数

令和７年度札幌市軌道整備事業業務量

比　　　　　　　　　　較

（予　　定） （予　　算） 増　　減　　△ 増　減　△　率
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